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ＧＤＰ成長率及び内外需寄与度の推移
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2 0 1 9 年 ６ 月 ７ 日 

在 チリ日 本大 使 館 経済 班 

チリ経 済 情 勢 報 告 （2019年 ５月 ） 

 
１． 経 済 指 標  
（１） ＧＤＰ成 長 率 （2019 年 Ｑ１）  

2019 年 第 １ 四 半 期 （ １ ～ ３ 月 期 ）

の実 質 GDP 成 長 率 は前 年 同 期 比

1.6％と，第 ４四 半 期 （3.6％）から引 き

続 き 上 昇 し て い る 。 ま た 季 節 調 整 済

前 期 比 の伸 び率 は▲0.0％となった。 

 ①需 要 項 目 別 の動 向  

 内 需 は ， 前 年 同 期 比 2.8 ％ （ 前

期 同 4.5％）となった （寄 与 度 2.7％）。

消 費 は 前 年 同 期 比 2.9 ％ （ 前 期 同

3.1％）となった。内 訳 は，民 間 消 費 が同 3.2％（前 期 同 3.6％），政 府 消 費 は同 1.7％（前

期 同 1.3％）であった。総 固 定 資 本 形 成 は前 年 同 期 比 2.9％（前 期 同 5.6％）であった。内

訳 をみると，機 械 ・設 備 投 資 が同 3.3％（前 期 同 12 .1％），建 設 ・住 宅 投 資 が同 2.7％（前

期 同 2.1％）であった。 

 外 需 の寄 与 度 は，▲1.1％（前 期 同 ▲0.7％）となった。輸 出 は，前 年 同 期 比 ▲1.8％（前

期 同 3.3％）となった。品 目 別 では，銅 が前 年 同 期 比 ▲1.4％（前 期 同 ▲0.4％）と減 少 し，

鉱 業 品 全 体 も同 ▲3.1％（前 期 同 ▲0.6％）と減 少 し，財 も同 ▲2.4％（前 期 同 3.8％）と減

少 した。輸 入 は，前 年 同 期 比 2.3％（前 期 同 6.6％）となった。 

②セクター別 の動 向  

 セクター別 では，銅 が前 年 同 期 比 ▲2.7％（前 期 同 1.9％）と２四 半 期 ぶりに減 少 に転 じ

た 。そ の 他 の 鉱 業 は 同 ▲ 12 .6％ （ 前 期 同 ▲4.1％） となり ， 鉱 業 全 体 では ， 同 ▲ 3.6 ％ （ 前

期 同 ▲1.6％）となった。また製 造 業 は同 0.9％（前 期 同 3.6％），商 業 が同 2.6％（前 期 同

3.8％）と前 四 半 期 から増 加 幅 が減 少 した 。また，水 産 業 は前 年 同 期 比 ▲3.1％（前 期 同

13 .9％），農 林 業 が同 ▲1.2％（前 期 同 5.7％）とともに減 少 となった。 

 

＜概 要 ＞ 景 気 は，弱 い動 きとなっている。  
● 消 費 は，弱 い動 きがみられる。  
● 生 産 は，工 業 は減 少 ，鉱 業 は増 加 。企 業 マインドはおおむね中 立 的 である。  
● 失 業 率 は高 い水 準 にある。  
● 物 価 は緩 やかに上 昇 している。  
● 貿 易 は黒 字 が続 いている。  
● 銅 価 格 は急 速 に下 落 ，為 替 はドル高 ，株 価 は急 速 に悪 化 。  
先 行 きについては，金 融 政 策 の方 向 性 ，米 中 貿 易 摩 擦 等 による銅 価 格 下 落 及 び為

替 変 動 がチリ国 内 経 済 に与 える影 響 に引 き続 き留 意 する必 要 がある。 
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（２） 経 済 活 動 指 数 （ IM ACEC ） － 前

年 同 月 比 2.1％増 －  
４ 月 の IMACEC は 前 年 同 月 比 2.1 ％ ，

（季 節 調 整 済 前 月 比 は0.3 ％）と なった 。

営 業 日 数 は 昨 年 と 同 数 だ っ た 。 鉱 業 は

前 年 同 月 比 1.9 ％ ， 鉱 業 以 外 の 業 種 は

同 2.1％と引 き続 き好 調 。季 節 調 整 済 前

月 比 で は 鉱 業 は 0.3 ％ ， 非 鉱 業 部 門 は

0.4％となった。 

 

 

 

（３） 消 費 －弱 い動 き－  
①  ４月 の商 業 活 動 指 数 （実 質 ，INE公 表 ）

は ， 前 年 同 月 比 2.3 ％ ， 同 指 数 の 小 売 業

（除 く車 ）は同 ▲0.6％となった。 

②  ４ 月 のｽ ｰﾊ ﾟｰﾏｰｹｯﾄ販 売 額 （ 実 質 ，INE

公 表 ）は，前 年 同 月 比 1.6％となった。 

③  商 業 販 売 額 （ チ リ 商 工 会 議 所 公 表 ， サ

ン テ ィ ア ゴ 首 都 圏 ， 暫 定 値 ） は ， ４ 月 は 前

年 同 月 比 ▲6.5％となった。 

④  ３月 の消 費 者 認 識 指 数 （CEEN公 表 ）は

93 .0 と な っ た 。 現 状 指 数 は 123 . 8 ， 将 来 指 数

は82.1となった。  

⑤  ４月 の新 車 販 売 台 数 は32,716台 （前 年 同 月 比 ▲7.8％）となった。  

 

（４） 鉱 工 業 生 産 ， 電 力 － 工 業 は 減 少 ，

鉱 業 は増 加 －  
４月 の工 業 生 産 指 数 は，前 年 同 月 比 ▲

1.3 ％ と なっ た 。 セ ク タ ー 別 で は 機 械 製 品 が

前 年 同 月 比 寄 与 度 0.38％ ，機 械 設 備 を 除

く そ の 他 の 金 属 製 品 が 同 0.35 ％ と 増 加 に

寄 与 した 一 方 ，食 料 品 が同 ▲1.57％と減

少 に寄 与 した。  

４ 月 の 鉱 業 生 産 指 数 は 前 年 同 月 比

2.6％，銅 生 産 量 は同 2.3％となった。 

４月 の電 力 指 数 は前 年 同 月 比 ▲0.3％となった。 
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（５） 企 業 の 業 況 判 断 － お お む ね 中 立

的 －  
５ 月 の IMCE （ 企 業 業 況 判 断 指 数 ） は

50 .56 ポ イ ン ト で ， 前 月 差 ▲ 1.52 ポ イ ン ト と

なった 。 内 訳 を 見 る と ， 商 業 が 52 .22 （ 同 ▲

3.63ポイント），鉱 業 が65.05（同 3.03ポイン

ト ） ， 製 造 業 は 44.09 （ 同 ▲ 0.35 ポ イ ン ト ） ，

建 設 業 が 46 .85 （ 同 ▲ 5.39 ポ イ ン ト ） と な っ

た。 

 

（６） 不 動 産 －減 少 している－  
４ 月 の 建 築 許 可 面 積 （ INE 公 表 ） は 前 年

同 月 比 ▲ 20.5 ％ （ 3 か 月 移 動 平 均 ） と 減 少

に 転 じ た 。 内 訳 を 見 る と ， 住 居 が 同 ▲

28 .8％，非 住 居 は同 3.1％と，となった。 

 

 

 

（７） 雇 用 －失 業 率 は高 い水 準 にある－  
２ ～ ４ 月 期 の 失 業 率 は 6.9 ％ （ 前 年 同 期 差

0.13 ％ ） と ， 高 い 水 準 に あ る 。 前 年 同 期 で

見 ると，労 働 力 人 口 は134 ,030人 増 加 （前

年 同 期 比 1.5 ％ ） ， 就 業 者 数 は 113 , 293 人

増 加 （ 同 1.4 ％ ） し ， 失 業 者 数 は 20,737 人

増 加 （同 3.4％）している。就 業 者 数 を職 業

別 に み る と ， 社 会 保 障 サ ー ビ ス が 前 年 同

月 比 寄 与 度 0.52％， 建 設 業 が同 0.32％ と

増 加 に 寄 与 す る 一 方 ， 農 林 水 産 業 が 同

▲0.34％と減 少 に寄 与 している。 

４ 月 の 賃 金 （ 速 報 値 ） は ， 名 目 は 前 年 同 月

比 5.1％，実 質 は同 2.6％となった。 

 

（８） 物 価 －緩 やかに上 昇 している－  
５ 月 の 消 費 者 物 価 指 数 （ 総 合 ） は ， 前

月 比 は0.6％，前 年 同 月 比 は2.3％となった。

品 目 別 に前 年 同 月 比 の動 きをみると教 育

（ 4.9 ％ ） ， 住 居 ・ 電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 （ 4.7 ％ ）

が 上 昇 し て い る 一 方 ， 衣 料 品 ・ 靴 （ ▲
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1 . 0％），通 信 （▲2.9％）が下 落 している。なお，消 費 者 物 価 指 数 （コア）は，前 月 比 0.4％，

前 年 同 月 比 2.0％であった。 

中 銀 ア ン ケ ー ト ( ５ 月 ) に よ る イ ン フ レ 期 待 は 1 年 後 ： 2 .9 ％ （ 前 月 2.8 ％ ） ， 2 年 後 ： 3 .0 ％

（前 月 3.0％）となっている。 

４ 月 の 生 産 者 物 価 （ 全 産 業 ）は， 前 月 比 は▲0.1％， 前 年 同 月 比 は3.7％ となった 。 鉱

業 が上 昇 （前 年 同 月 比 5.9％）する一 方 ，電 気 ガス水 道 （同 ▲2.2％）が減 少 している。 

 

（９） 貿 易 －引 き続 き黒 字 －  
①  ５ 月 の 輸 出 額 （ FOB ） は 63 .5 億 ド ル

（ 前 年 同 月 比 ▲ 2.3 ％ ） と な っ た 。 内 訳 を

見 る と ， 鉱 業 品 33 .7 億 ド ル （ 同 ▲ 2.3 ％ ）

（ 全 体 の 53 ％ ） ， 農 林 水 産 品 5.8 億 ド ル

（ 同 ▲ 5.8 ％ ） （ 全 体 の ９ ％ ） ， 製 造 業 品

30 .9億 ドル（同 ▲2.3％）（全 体 の38％）と

なった 。鉱 業 品 のうち銅 は32 .7億 ドル（同

▲2.2％） （ 鉱 業 品 輸 出 額 全 体 の 92 ％） と

なった。 

②  ５ 月 の 輸 入 額 （ FOB ） は 59 .8 億 ド ル

（前 年 同 月 比 ▲1.7％）となった。内 訳 （CIF）

は，消 費 財 17 .3億 ドル（同 ▲6.3％），中 間 財 33.3億 ドル（同 ▲3.6％），資 本 財 12 .8億 ドル

（同 ▲1.4％）となった。 

③  ５月 の貿 易 収 支 （FOB）3 .7億 ドルの黒 字 となった。 

 

（１０） 対 日 ・中 ・韓 貿 易  
①  対 日 貿 易 （FOB ）：３ 月 の貿 易 額 は， 輸 出 額 8.2億 ドル（前 年 同 月 比 22 .8％），輸 入 額

2.0億 ドル（同 ▲3.5％），貿 易 総 額 では10.1億 ドル（同 16 .6％）となった。 

②  対 中 貿 易 （FOB）：３月 の貿 易 額 は，輸 出 額 15.4億 ドル（前 年 同 月 比 ▲18.2％），輸 入

額 12.7億 ドル（同 ▲7.0％），貿 易 総 額 では28.1億 ドル（同 ▲13.5％）となった。 

③  対 韓 貿 易 （ FOB ） ： ３ 月 の 貿 易 額 は ， 輸 出 額 4.7 億 ド ル （ 前 年 同 月 比 8.1 ％ ） ， 輸 入 額

1.2億 ドル（同 ▲5.2％），貿 易 総 額 では5.9億 ドル（同 5.1％）となった。 

 

２．市 場 の動 き 

（１） 国 際 銅 価 格 －急 速 に下 落 －  
５ 月 の 国 際 銅 価 格 は 1 ポ ン ド 2 .81862 ド

ル（２ 日 ）で 始 まった 。 米 中 貿 易 戦 争 が 再

び銅 価 格 に 影 響 を 及 ぼし，月 初 から0.1ド

ル 値 を 下 げ る な ど ， 連 日 続 落 。 月 末 に は

2.62119 ド ル （ 31 日 ） と 前 月 末 比 ▲ 10.3 ％

で終 了 した。 
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５ 月 の銅 在 庫 は，468 ,671ト ン（１ 日 ）で 始 まり ，月 末 に は406 ,139 （ 31日 ）と前 月 末 より

減 少 した。 

 

 

（２） 為 替 －ドル高 に推 移 －  
５ 月 の 為 替 は ， 1 ド ル 678 . 71 ペ ソ （２ 日 ） で

始 ま っ た 。 米 中 貿 易 戦 争 及 び 中 国 経 済 の

鈍 化 を 懸 念 し，リスクオフ展 開 。５ 月 は新 興

国 通 貨 で 最 大 の 通 貨 安 と な り ， 700 ペ ソ 台

月 末 は707 . 86ペソ（31日 ）と前 月 末 差 34.00

ペソで終 了 した。 

 

 

（３） 株 価 －急 速 に悪 化 －  
５ 月 の IPSA 値 （ サ ン テ ィ ア ゴ 主 要 株 式

指 数 ）は5141 . 58ポイント（２日 ）で始 まった。

月 末 に は4977 . 09ポ イ ント （31日 ）と，前 月

末 比 ▲4.0％で終 了 した。  
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3．経 済 トピックス 

（１） 米 中 貿 易 戦 争 によるチリ経 済 への影 響 ：報 道  
【概 要 】 

○米 中 貿 易 戦 争 により，為 替 ，物 価 ，銅 価 格 とチリのマクロ経 済 運 営 に重 要 な指 標 に

大 きな影 響 が出 ている。 

○為 替 については，一 時 １ドル700ペソに達 するなど，ペソ安 が進 展 している。 

○物 価 については，ペソ安 により，2019年 は多 少 上 昇 に 向 くとみられ，エコノミストの予

想 は中 央 銀 行 のそれよりも高 くなっている。 

○銅 価 格 につ い ては，下 落 が急 激 に 進 ん でお り，予 算 に お け る年 平 均 価 格 見 立 て値

を下 回 っていることから，為 替 差 損 益 を考 慮 しても大 きな減 収 になるとの予 測 。 

 

１．米 中 貿 易 戦 争 の高 まりは，チリ経 済 に大 きな影 響 を与 えている。 

 一 つ目 は為 替 レートであり，昨 日 の為 替 市 場 では，一 時 １ドル700ペソに達 するなど，

ペ ソ安 が進 展 してい る。物 価 との関 連 に お い て，エコノミスト の 見 立 てでは，このペ ソ 安 は

短 期 的 に 維 持 され る べき とし， 物 価 上 昇 見 通 しを 引 き 上 げ ると 予 測 してい る。 中 央 銀 行

が４ 月 に 公 表 した 金 融 政 策 レポ ート （ IPoM）では，2019年 の物 価 上 昇 見 通 しを 2.6％とし

ているところ，市 場 予 測 は2.8～3.0％まで上 昇 するとみている。 

 一 方 で，あるエコノミストはこのペソ安 は長 期 的 に続 くべきではないとし，ペソは評 価 さ

れるべきであり，ドルの高 騰 と銅 価 格 の下 落 により，極 端 な動 きとなった，との見 解 を示 す。

また，他 のエコノミストは，短 期 的 に，特 に５月 にインフレ期 待 が高 まっており，同 様 の動 き

が今 後 続 くかどうかは確 認 が難 しいとしてい る。この結 果 ，当 該 エコノミストは年 間 2.8％，

５月 は0.5％の物 価 上 昇 予 測 ，６月 以 降 は0.2～0 .3％の上 昇 にとどまるとみている。 

 

２．二 つ目 は銅 価 格 である。 

 23日 の銅 価 格 は１ポンド当 たり2 .65ドルと今 年 １月 ４日 以 来 の低 水 準 となった。財 務

省 は今 年 の平 均 銅 価 格 を３ドルと見 立 てている中 ，現 時 点 では同 2.83ドルと大 きく下 回 っ

ている。エコノミストによると，銅 価 格 が１セント下 落 すれば財 務 省 の収 入 が6,300万 米 ドル

減 少 する。そのため，現 時 点 で，10億 7 ,100万 米 ドルの収 入 の下 振 れとなる。 

 一 方 で，ペソ安 により相 対 的 にドルから得 られるペソは多 くなる。財 務 省 の予 算 におけ

る為 替 レート 想 定 は１ ドル650ペソであり，これが700ペソになった 場 合 ，銅 の為 替 差 損 益

は，約 ２億 3,400万 米 ドルとなり，この分 は増 収 となる。しかし，それでも銅 価 格 による収 入

源 を補 填 できない状 況 である，と試 算 する。 

 

 

（２） サンティアゴ・バルパライソ高 速 鉄 道 に対 する政 府 保 証 の要 求 ：報 道  

本 年 ，公 共 事 業 省 のコンセッション計 画 に登 録 されている２４億 米 ドルを投 じシグドコッ

パー社 と中 国 中 鉄 がコンソーシアムを組 んで提 案 しているＴＶＳ計 画 について，同 コンソは，

サンティアゴとバルパライソを結 ぶ旅 客 路 線 について，運 行 コストが総 収 入 の５５％を占 め

ると見 込 みつつ，総 投 資 額 の７０％相 当 を運 行 開 始 後 ２５年 間 の最 低 収 入 保 証 とし，（そ

れに 満 た ない 場 合 そ の差 額 分 を ） 政 府 に 要 求 してい る こ とが 公 共 事 業 省 の 内 部 文 書 で

判 明 した。 

同 時 に，サンティアゴと第 ５州 を結 ぶ貨 客 鉄 道 計 画 （２０億 米 ドル）についても，コンソー

シアムを形 成 してい るＡｇｕｎｓａ 社 が総 投 資 額 の７０％の保 証 を 政 府 に求 めてい る模 様 で

ある。 

これらの最 低 収 入 保 証 は，今 後 ，公 共 事 業 省 に よって具 体 的 に検 討 されてい くが，フ

ァイナンス面 の検 討 が必 要 になる。コンソーシアムの担 当 者 は，事 業 収 益 を確 実 にする基

礎 的 要 素 として，コンセッション方 式 がチリで導 入 されてからは，このような最 低 収 入 保 証

を計 画 に含 めることは慣 習 に基 づくものになると説 明 する。また，ＴＶＳコンソーシアムは声
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明 で，我 々は政 府 のコンセッション委 員 会 のスキームに基 づき 設 立 された 民 間 イニ シアテ

ィブであり，公 共 事 業 省 は最 低 収 入 保 証 について賛 否 を示 すべきである，と述 べた。 

それに対 し，公 共 事 業 省 の担 当 者 は，ピニェラ大 統 領 は効 率 性 と低 排 出 技 術 を導 入

した公 共 交 通 手 段 の多 様 化 を指 示 しており，その点 で他 の鉄 道 や路 面 電 車 ，ケーブルカ

ーとともにＴＶＳも大 きな可 能 性 を秘 めている，とし，さらに，それらの前 例 に則 していえば，

ＴＶ Ｓもまた 誰 も補 助 金 を 要 求 するこ となく ，高 水 準 の 貨 客 需 要 を 得 ることに なるであ ろう

が，（事 業 計 画 の）詳 細 の検 討 は必 要 である，とコメントした。 

政 府 による最 低 収 入 保 証 は世 界 中 で政 治 的 議 論 を起 こしている。特 に，都 市 部 の高

い通 行 料 金 との関 係 では課 題 が残 る。最 低 収 入 保 証 は，偶 発 的 な回 収 不 能 リスクに使

われてきたものであり，インフラ投 資 への保 証 は補 助 金 で充 当 すべきものである。いずれに

せよ，公 共 事 業 省 は最 低 収 入 保 証 の割 合 を決 めることが出 来 るが，それは，当 然 ，入 札

法 に基 づき規 定 される事 業 収 益 率 次 第 である，とする。 

他 方 ，事 業 者 側 は，最 低 収 入 保 証 は，入 札 を左 右 する可 変 的 な考 慮 要 素 であり，固

定 変 数 ではない ，最 低 収 入 保 証 の割 合 は，路 線 計 画 や駅 の配 置 ，料 金 ，サービスの内

容 ，旅 客 者 のア クセサビリティのレベルなど投 資 判 断 や規 模 を 左 右 する重 要 な要 素 であ

る，と政 府 と異 なる見 解 を示 している。 

 

（３） マクロ経 済 に対 する中 銀 の見 解 ：報 道  
【概 要 】 

○27日 公 表 された５月 のチリ中 央 銀 行 金 融 政 策 決 定 会 合 において，金 融 政 策 のシナ

リオを変 更 する可 能 性 が示 唆 された。 

○１～３月 期 ＧＤＰの低 成 長 率 等 を反 映 した結 果 であるが，今 後 金 融 政 策 をどうするか

は足 下 のマクロ経 済 を再 点 検 する必 要 があるとしている。 

○これを受 け，民 間 エコノミストも市 場 予 測 を下 方 修 正 している。 

 

海 外 経 済 のリスク上 昇 によって，本 年 １～３月 期 のGDP成 長 率 1.6％という低 成 長 率 が

示 された ことに より ，中 央 銀 行 は 金 融 政 策 の正 常 化 を 目 論 ん でいた シナリ オ を 変 更 せざ

るを得 なくなった。 

実 際 ，27日 公 表 された金 融 政 策 決 定 会 合 （５ 月 ８，９日 開 催 ）の議 事 録 では，数 名 の

委 員 が，こうなることを 見 越 しており ，政 策 金 利 の引 き 下 げを 検 討 すべき との見 解 が 示 さ

れた 。 最 後 に 金 利 引 下 げ が 行 わ れた の は 2017 年 ５ 月 に 2.5％ と なっ て 以 来 で あ る 。 議 事

録 では ， 予 想 より も 需 給 ギ ャッ プが 拡 大 し て い るデ ー タに 基 づい て 金 利 引 下 げ の 可 能 性

があることが示 唆 されている。しかし，金 利 引 下 げの条 件 として，より深 刻 な需 給 ギャップ，

経 済 のダイナ ミズムが低 調 であること，外 部 環 境 の悪 化 等 が確 認 されてからだろ う，と指

摘 されている。これらの仮 説 を評 価 するため，６月 に関 連 指 標 の更 新 が行 われることが全

会 一 致 で議 決 されている。 

 ある委 員 は，３月 の金 融 政 策 レポート( IPoM)で示 されたシナリオを再 確 認 する必 要 が

あると強 調 し，そのためには金 融 政 策 の正 常 化 を一 時 的 に停 止 し，年 後 半 に延 期 すべき

と指 摘 する。シナリオの変 更 なしに，金 利 の上 げ下 げを考 えるべきでないとする。 

中 央 銀 行 の見 解 を受 け，市 場 も予 測 シナリオを修 正 した。あるシンクタンクは今 年 11月

に 金 利 を 0.25％ポ イ ント 引 き 下 げ ると 予 測 し，また 他 のエ コノミス ト は，（次 に 金 利 が変 動

するとすれば，）下 げられるだろう，シナリオが悪 化 するにつれ，金 利 引 下 げの可 能 性 が高

くなる，金 融 政 策 の方 向 性 を決 めうるための疑 問 を払 拭 するまでは金 融 政 策 の正 常 化 は

中 断 を続 けるだろう，とコメントする。 

これらのコメントの背 景 として，海 外 経 済 の下 振 れリスク，銅 価 格 の低 下 ，対 外 貿 易 輸

出 の減 少 ，低 成 長 率 ，予 測 より も低 い イ ンフレ率 が挙 げられ，あ るシ ンクタンクは2019年

の成 長 率 予 測 を引 き下 げている。 
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（４） 中 国 製 鋼 球 のダンピング調 査 ：報 道  
輸 入 価 格 に お け る 歪 曲 性 を 調 査 す るた め の国 家 委 員 会 は，２ ３ 日 ， 中 国 から の 輸 入

鋼 球 に対 する暫 定 的 な関 税 重 課 を継 続 する旨 ，官 報 に公 示 したが，関 税 率 は９％から５．

６％に引 き下 げた（本 官 報 を別 添 する）。 

ま た ， 重 課 の 対 象 輸 入 品 の う ち ， 中 国 政 府 か ら の 補 助 金 給 付 が 確 認 さ れ な か っ た

Go ldp ro  New  Mate r i a l社 製 品 は対 象 から除 外 された。 

本 措 置 は 申 立 て 者 の 米 国 企 業 （ Mo ly-Cop 社 ）か らは 高 く 評 価 さ れた 。 同 社 社 長 は ，

本 件 の委 員 会 に よる決 定 に より 中 国 製 品 がダ ンピング でチリに 輸 入 されてい ることとチリ

の 産 業 に 大 き な 影 響 を 与 え てい る こ とが 確 認 さ れた ， この よ うな 不 公 正 な 競 争 条 件 で は

中 国 製 品 と 競 争 でき ない こ とが 明 らか に な った ，と 述 べ た 。 鉄 鋼 会 社 （ CAP 社 ）は ， 本 委

員 会 の決 定 は不 公 正 な競 争 から全 てのバリューチェーンを保 護 するのに十 分 に効 果 的 で

はない可 能 性 があるとし，委 員 会 の決 定 の詳 細 を分 析 すると述 べた。 

チリの鉱 業 界 は主 要 な銅 輸 入 国 である中 国 からの報 復 に懸 念 を示 す。 

在 チリ中 国 大 使 館 は，本 件 についてコメントしていない。 

 

（５） ５Ｇ周 波 数 割 当 てに 係 るパブリックコンサルテーション開 始 ：運 輸 通 信 省 プレスリリ

ース  
１３日 ，ＳＵＢＴＥＬはウェブサイト上 で，今 後 実 施 される５Ｇの周 波 数 割 当 て入 札 に係 る

パブリックコンサルテーションの開 始 を発 表 した。本 日 時 点 ，５Ｇ割 当 て周 波 数 の対 象 とし

ては，700MHz ,AWS,3 . 5GHz , 28GHzが挙 げられる。 

このパブリックコンサルテーショ ンの質 問 は２部 門 に 分 かれており ，１つ 目 が優 れた サー

ビスについて，２つ目 がサイバーセキュリティに関 するものについてである。（注 ：サイバーセ

キュ リティに 関 する質 問 につい ては，どのような側 面 が重 要 であ るか，どのような部 分 にリ

スクがあ る か， プ ライ バシ ー 保 護 に つ い て どの よう な 点 が 重 要 であ る か 等 とい った 質 問 事

項 が記 載 されている） 

本 コンサルテ ーシ ョ ンは，６ 月 １ ０ 日 まで実 施 される。そ の後 ，Ｓ ＵＢ Ｔ ＥＬ は，５ Ｇ展 開 に

影 響 する他 の技 術 的 課 題 について新 たなコンサルテーションを行 う可 能 性 がある。 

ヒディ通 信 次 官 は，５ Ｇ展 開 に 当 たり ，全 てのデジ タルエコシステ ムの関 係 者 の意 見 を

知 りたい，５Ｇは重 要 な技 術 であり，技 術 採 用 の前 に様 々な観 点 から意 見 を知 ることが重

要 である，と述 べた。 

 

（６） チリのコネクティビティ計 画 及 び南 極 への光 ケーブル接 続 ：報 道  
ピニェラ大 統 領 は，（チリ南 部 ）ロス・ラゴス州 において，９００億 チリペソ（約 １．３億 米 ド

ル）の投 資 によりチリ全 土 を光 ファイバーで接 続 するという国 家 光 ファイバープロジェクトを

発 表 した。本 プロジェクトは，デジタルデバイド解 消 を目 的 とするデジタル・マトリックス計 画

の中 に位 置 づけられたものである。 

同 発 表 は，５２０億 チリペソ（約 ７４００万 米 ドル）規 模 投 資 により行 われた，チリ南 部 光

ファイバーケーブル（当 館 注 ：プエルトモン～プエルトウィリアムズ間 ，Huawe iがケーブル敷

設 を担 当 ）の完 成 式 の際 に行 われた。 

また，ピニェラ大 統 領 は，更 に光 ファイバーケーブルを南 極 まで延 長 するという野 心 的 な

プロジェクトを 発 表 して，出 席 者 を 驚 かせた。ヒディ通 信 次 官 は，本 プロジ ェクトについ て，

現 在 科 学 技 術 省 や外 務 省 とともに調 査 を実 施 しており可 能 性 や課 題 ，ニーズを検 討 した

い，と述 べた。 

 

（７） アグアネグラトンネルのコスト見 積 もり上 昇 ：報 道  
フォンテーン公 共 事 業 大 臣 は，昨 年 行 われた本 プロジェクトの地 質 調 査 の結 果 ，総 費

用 が１５億 米 ドルから４０億 米 ドル程 度 まで大 幅 に増 加 する可 能 性 を指 摘 する。他 方 ，亜
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側 のオ ト リ ス ・サ ン ファ ン 州 イ ンフ ラ 大 臣 は 総 費 用 は ２ ５ ％ 程 度 の 増 加 に 止 ま る と 反 論 す

る。 

この状 況 を踏 まえ，関 係 当 局 は，地 質 調 査 の情 報 に 基 づき，計 画 地 点 の変 更 のた め

の可 能 性 を検 討 することになる。この説 明 は，「フォ」大 臣 の，トンネルの場 所 変 更 は選 択

肢 になり得 るが，アルゼンチン側 との協 議 が必 要 になる，との説 明 と一 致 する。 

他 方 ， ア グ ア ネ グ ラ ト ン ネ ル 構 想 を 推 進 し て き た ア グ ア ネ グ ラ ト ン ネ ル 二 国 間 機 関

（EBITAN）の元 幹 部 は，公 共 事 業 省 には実 施 に向 けた意 思 の欠 如 が見 られ，（この発 言

は）その言 い訳 の一 つに過 ぎない，と批 判 する。 

 

（８） ＡＰＥＣチリ２０１９（ＭＲＴ報 道 振 り）  
ビーニャ・デル・マールに参 集 したＡＰＥＣエコノミーの貿 易 担 当 大 臣 による会 合 （ＭＲＴ）

におけ る共 同 声 明 に 関 する議 論 は，１ ８ 日 朝 ３ 時 まで続 いた ものの，同 日 正 午 前 に は残

されていた全 ての論 点 について合 意 に至 った。ＭＲＴの共 同 声 明 において全 ての論 点 で合

意 に達 したのは，２０１５年 のフィリピンにおける会 合 以 来 であった。今 回 の合 意 は画 期 的

な出 来 事 であり，１１月 １６日 及 び１７日 にサンティアゴで開 催 されるＡＰＥＣ首 脳 会 議 の基

礎 となった。 

ＭＲＴにおいて合 意 に 達 するため最 も難 しい論 点 の一 つはＷＴＯ関 連 であった。共 同 声

明 では，市 場 の予 見 可 能 性 を 改 善 し，企 業 の信 頼 と貿 易 フローを 高 めること可 能 とする

ＷＴＯの透 明 性 と無 差 別 のルールが重 要 であることを 確 認 し，ＷＴＯの役 割 を再 確 認 しつ

つ，ＷＴＯの機 能 を改 善 するための措 置 が必 要 である点 につき合 意 した。 

交 渉 を率 いたのはジャニェス国 際 経 済 関 係 総 局 長 であった。会 合 では，ＡＰＥＣホスト・

エコノミーとしてチリが設 定 した優 先 事 項 （女 性 、中 小 企 業 ・包 括 的 成 長 、デジタル社 会 、

統 合 ４．０・持 続 可 能 な成 長 ）も取 り扱 われた。 

アンプエロ外 務 大 臣 は，全 てのエコノミーが合 意 に 達 すること が出 来 た 点 につ い て，世

界 貿 易 が 混 乱 してい るとき でも，Ａ Ｐ ＥＣが 引 き 続 き 重 要 なフォ ーラム であ るこ とを 証 明 出

来 た，この成 功 は誇 りに思 うべきである，と述 べた。 

先 週 の会 合 において，米 中 貿 易 戦 争 が激 化 する中 で中 国 から参 加 したLi  Chenggang

中 国 商 務 部 部 長 補 佐 は，皆 がこの問 題 （世 界 貿 易 ）を重 視 していることを承 知 している，

閣 僚 に よる 共 同 声 明 は，世 界 経 済 を 更 に 支 えるた めに ともに 取 り 組 み続 け るとい う 我 々

のコミットメントを示 すものであり，その方 向 に向 かって全 ての問 題 が解 決 されることと期 待

している，との見 解 を示 した。また，グリア米 通 商 代 表 部 首 席 補 佐 官 は，貿 易 に関 する基

準 が公 平 である限 り，米 国 は自 由 貿 易 を支 持 するだろうと述 べた。 

 

 


